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１．名城大学学則（抜粋）

第 １ 章　総　　則

　（目的）
第 １ 条　本大学は、教育基本法及び学校教育法の規定するところ
に従い、学術の中心として、深く専門の教育研究を行い、合わ
せて広汎な教養を培い、創造的な知性と豊かな人間性を備えた
有能な人材を養成するとともに学術・文化の進展に寄与するこ
とを目的とする。

　（自己評価等）
第 ２ 条　本大学は、その教育研究水準の向上を図り、本大学の目
的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動等の状況につ
いて自ら点検及び評価を行い、その結果を公表する。

②　前項の点検、評価等に関することは、別に定める。
③　第 １ 項の点検及び評価の結果については、本大学の職員以外
の者による検証を行う。

　（情報の積極的な提供）
第 ２ 条の ２　本大学における教育研究活動等の状況については、
刊行物への掲載等によって、積極的に情報の提供を行う。

第 ２ 章　組　　織

　（学部）
第 ３ 条　本大学に、次の学部及び学科を置く。

法　 学　 部　　法学科
経 営 学 部　　経営学科、国際経営学科
経 済 学 部　　経済学科、産業社会学科
理 工 学 部　　�数学科、電気電子工学科、材料機能工学

科、応用化学科、機械工学科、交通機械
工学科、メカトロニクス工学科、社会基
盤デザイン工学科、環境創造工学科、建
築学科

農　 学　 部　　生物資源学科、応用生物化学科、
生物環境科学科

薬　 学　 部　　薬学科
都市情報学部　　都市情報学科
人 間 学 部　　人間学科
外国語学部　　国際英語学科
情報工学部　　情報工学科

②　前項の各学部及び学科の収容定員は、別表第１のとおりとする。
　（学部の人材の養成に関する目的）
第 ３ 条の ２　前条に定める学部ごとの人材の養成に関する目的そ
の他の教育研究上の目的に関しては、以下のように定める。

（�１��）�法学部は、法的思考及び法的素養を修得させることによ
り、社会のみならず自己に対する客観的な視点を持ち、正義
感と倫理観を兼ね備えて、自分で考え判断することのできる
人材の養成を目的とする。

（�２��）�経営学部は、国際感覚に富み、幅広い教養に支えられた
経営諸科学の理論的・実践的能力を社会の多様な領域で発揮
する人材の養成を目的とする。

（�３��）�経済学部は、経済という一つの窓を通じて社会を見つめ、
多様化・複雑化する社会に柔軟に対応できる自立的人間の養
成を目的とする。

（�４��）�理工学部は、幅広い素養を備え、社会に通用する専門知
識とその応用力を持ち、科学技術者として自らの手で新しい
分野を創造的に切り拓いてゆく人材の養成を目的とする。

（�５��）�農学部は、生命科学、食料・健康科学、環境科学を基盤
とした幅広い専門的学識を有し、洞察力、創造力および実践
力を備え、社会に貢献できる人材の養成を目的とする。

（�６��）�薬学部は、薬学の確かな知識、技能とともに、生命の尊さを
知り、豊かな人間性と倫理観をもち、人々の健康と福祉の向上
に貢献できる人材の養成を目的とする。

（�７��）�都市情報学部は、サービスサイエンスの観点から、都市
に関する総合的知識とバランス感覚を併せ持ち、まちづくり
や組織経営に関する様々な課題を分析し、解決する人材の養
成を目的とする。

（�８��）�人間学部は、人間性への洞察を中核にすえた広い視野と
深い教養を持ち、豊かな人間性に裏打ちされ、国際的な舞台
でも活躍できるコミュニケーション能力と行動力を備えた人
材の養成を目的とする。

（�9��）�外国語学部は、国際化の推進を理念とし、グローバリゼー
ションが深化する世界において求められる実践的なコミュニ
ケーション力を有し、国境を越えて活躍できる、以下に掲げ
る能力を備えた人材の養成を目的とする。
①グローバル化社会の最前線で活躍できる英語の運用能力を
有した人材

②アジアをはじめとする海外の事情に通じ、異文化や国際社
会に対して深い理解力を持った人材

③日本の歴史、文化、社会を深く理解し、日本の立場や事情
を世界に発信する能力を備え、グローバル化社会を切り
開いて行くことができる人材

（�１0�）�情報工学部は、幅広い素養を備え、社会に通用する情報
工学の専門知識とその応用力を持ち、情報技術者として自ら
の手で新しい分野を創造的に切り拓いてゆく人材の養成を目
的とする。

　（大学院）
第 ４ 条　本大学に、大学院を置く。
②　大学院に関することは、別に定める。
　（専攻科）
第 ５ 条　本大学に、専攻科を置く。
②　専攻科に関することは、別に定める。
　（附属施設等）
第 ６ 条　本大学に、次の教育研究の施設等を置く。
（�１��）�研究所
（�２��）�農学部附属農場
（�３��）�その他附属施設等
②　教育研究の施設等に関することは、別に定める。
　（附属図書館）
第 ７ 条　本大学に、附属図書館を置く。
②　附属図書館に関することは、別に定める。

第 ３ 章　学年・学期及び休業日

　（学年）
第 １２ 条　学年は、４ 月 １ 日に始まり、翌年 ３ 月 ３１ 日に終わる。
　（学期）
第 １３ 条　学年を次の ２ 学期に分ける。
　　　前期　４ 月 １ 日から 9 月 １３ 日まで
　　　後期　9 月 １４ 日から翌年 ３ 月 ３１ 日まで
　（休業日）
第 １４ 条　休業日は、次のとおりとする。
（�１��）�日曜日
（�２��）�国民の祝日に関する法律（昭和 ２３ 年法律第 １７８ 号）に定
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める休日
（�３��）�夏季休業日　８ 月上旬から 9 月 １３ 日まで
（�４��）�冬季休業日　１２ 月下旬から翌年 １ 月上旬まで
（�５��）�春季休業日　２ 月上旬から ３ 月 ３１ 日まで
②　必要がある場合、前項に定めるもののほか、休業日を定め、
又は変更することができる。

第 ４ 章　修業年限及び在学年限

　（修業年限）
第 １５ 条　学部の修業年限は、４ 年とする。ただし、薬学部にお
いては、６ 年とする。

　（在学年限）
第 １６ 条　学生は、８ 年を超えて在学することはできない。ただし、
第 ２２ 条又は第 ２３ 条の規定により入学又は転学部等が許可され
た者の在学年限は、別に定める。

②　前項の規定にかかわらず、薬学部の在学年限は、１２ 年とする。

第 ５ 章　入　　学

　（入学の時期）
第 １７ 条　本大学の入学の時期は、毎年 ４ 月とする。ただし、第
１0 章及び第 １１ 章に定めるものについては、学期の始めとする
ことができる。

　（入学資格）
第 １８ 条　本大学に、入学できる者は、次の各号の １ に該当する
者とする。

（�１��）�高等学校又は中等教育学校を卒業した者
（�２��）�通常の課程による １２ 年の学校教育を修了した者
（�３��）�外国において学校教育における １２ 年の課程を修了した者

又はこれに準ずる者で、文部科学大臣の指定したもの
（�４��）�文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するも

のとして認定した在外教育施設の当該課程を修了した者
（�５��）�専修学校の高等課程（修業年限が ３ 年以上であることそ

の他文部科学大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文
部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以
後に修了した者

（�６��）�文部科学大臣の指定した者（昭和２３年文部省告示第４７号）
（�７��）�高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度

認定試験に合格した者（旧規程による大学入学資格検定に合
格した者を含む。）

（�８��）�高等学校に ２ 年以上在学した者又はこれに準ずる者で文
部科学大臣の指定したものであって、本大学において、数学
の分野における特に優れた資質を有し、かつ、高等学校を卒
業した者と同等以上の学力があると認めた者

（�9��）�学校教育法第 90 条第 ２ 項の規定により大学に入学した者
であって、当該者をその後に入学させる大学において、大学
における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者

（１0）本大学において、個別の入学資格審査により、高等学校を
卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、１８ 歳に
達した者

　（編入学・転入学及び再入学）
第 ２２ 条　次の各号の １ に該当する者で、編入学、転入学又は再
入学（以下「編入学等」という。）を志願する者については、
選考のうえ、相当年次に編入学等を許可する。

（�１��）�大学を卒業した者又は退学した者
（�２��）�短期大学、高等専門学校、旧国立工業教員養成所又は国

立養護教諭養成所を卒業した者

（�３��）�専修学校の専門課程（修業年限が ２ 年以上、総授業時数
が １,７00 時間以上であるものに限る。）を修了した者（ただし、
学校教育法第 90 条第 １ 項に規定する大学入学資格を有する
者に限る。）

（�４��）�学校教育法施行規則附則第 ７ 条に定める従前の規定によ
る高等学校、専門学校若しくは教員養成諸学校等の課程を修
了、又は卒業した者

（�５��）�高等学校の専攻科の課程（修業年限が ２年以上であるこ
とその他の文部科学大臣の定める基準を満たすものに限る。）
を修了した者（ただし、学校教育法第 90 条第 １ 項に規定す
る大学入学資格を有する者に限る。）

　（転学部等）
第 ２３ 条　転学部・転学科・コース変更（以下「転学部等」という。）
を志願する者については、選考のうえ、当該の学部、学科、コー
スの相当年次に転学部等を許可する。

第 ６ 章　教育課程・履修方法等

　（教育課程）
第 ２４ 条　教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自
由科目とし、選択科目については、学修方法により選択必修科
目又は選択科目に区分する。

②　前項に定める教育課程は、各年次に配当して編成するものと
する。

③　授業科目、単位数及び卒業要件は、別表第 ２ 及び各学部履修
要項のとおりとする。

④　第 ４３ 条及び第 ４４ 条で定める外国人留学生及び帰国子女とし
て入学した者については、前項別表第 ２ に規定する授業科目の
ほか、別表第 ３ に定める授業科目を置く。

⑤　第 ４４ 条の ２ に定める交換留学生として入学した者について
は、別表第 ２に規定する授業科目のほか、別表第 ３の ２に定め
る授業科目を置く。

⑥　履修方法に関することは、別に定める。
　（教育内容等の改善）
第 ２４ 条の ２　本大学は、授業の内容及び方法の改善を図るため
の組織的な研修及び研究を行う。

②　前項の研修及び研究に関することは、別に定める。
　（単位）
第 ２５ 条　授業科目の単位は、次の各号の基準によるものとする。
（�１��）�講義及び演習については、１５ 時間から ３0 時間までの授業

時間をもって １ 単位とする。
（�２��）�実験、実習及び実技については、３0 時間から ４５ 時間まで

の授業時間をもって １ 単位とする。
②　前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等
の授業科目については、これらの学修の成果を評価して単位を
与えることができる。

　（単位の授与）
第 ２６ 条　授業科目を履修し、試験に合格した者には、所定の単
位を与える。

　（入学前の既修得単位等の認定）
第 ２７ 条　教育上有益と認めるときは、本大学の第 １年次に入学
した者が、入学前に、次の教育施設等（外国の大学を含む。）
において行った学修及び修得した単位を、大学設置基準に定め
るところにより、本大学が定める授業科目を履修して修得した
ものとみなし、６0 単位を超えない範囲で認定することができる。

（�１��）�大学又は短期大学
（�２��）�短期大学又は高等専門学校の専攻科
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（�３��）�文部科学大臣の定めるもの
　（本大学以外における修得単位等の認定）
第 ２８ 条　学生が、本大学以外の教育施設等で行った学修及び修
得した単位の認定は、前条の規定を準用する。

②　前項の修得したものとみなす単位数は、第 ２７ 条により修得
したものとみなす単位数と合わせて ６0 単位を超えない範囲で
認定することができる。

　（編入学等及び転学部等の単位等の認定）
第 ２９ 条　編入学等及び転学部等をした学生の既に履修した授業
科目及び修得した単位は、各学部において認定する。

　（多様なメディアを高度に利用して行う授業）
第 ２９ 条の ２　本大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、
多様なメディアを高度に利用して行う授業を教室等以外の場所
で履修させることができる。

　（成績）
第 ３０ 条　履修科目の成績は、秀（S）、優（Ａ）、良（Ｂ）、可（Ｃ）
及び不可（Ｆ）の ５ 種の評語をもって表わし、秀（S）、優（Ａ）、
良（Ｂ）及び可（Ｃ）を合格とする。　　　

第 ７ 章　休学・転学・留学・退学等

　（休学）
第 ３１ 条　疾病その他やむを得ない理由により、３ 月以上修学す
ることができない者は、学部教授会の議を経て、学部長の許可
を得て休学することができる。

②　休学期間は、１ 年以内とする。ただし、特別の理由がある場
合は、１年を限度として、休学期間の延長を認めることができる。

③　休学期間は、通算して ４ 年を超えることができない。
④　休学期間は、在学年限に算入しない。
　（復学）
第 ３２ 条　休学期間中にその理由が消滅したときは、学部教授会
の議を経て、学部長の許可を得て復学することができる。

　（転学）
第 ３３ 条　他の大学に入学又は転入学を志願する者は、学部長に
願い出て、あらかじめその許可を得なければならない。

　（留学）
第 ３４ 条　外国の大学又は短期大学で学修することを志願する者
は、学部長の許可を得て留学することができる。

②　留学期間は、第 ３８ 条に定める在学期間に含めることができ
る。

　（退学）
第 ３５ 条　疾病その他やむを得ない理由により、退学しようとす
る者は、学部教授会の議を経て、学長の許可を得て退学するこ
とができる。

　（除籍）
第 ３６ 条　次の各号の １ に該当する者は、学部教授会の議を経て、
学長が除籍する。

（�１��）�第 １６ 条に定める在学年限を超えた者
（�２��）�第 ３１ 条に定める休学期間を超えてなお修学できない者
（�３��）�学費を納入しない者
（�４��）�その他成業の見込みがないと認められる者
　（復籍）
第 ３７ 条　前条により除籍された者で復籍しようとするものは、
学部教授会の議を経て、学長の許可を得て復籍することができ
る。ただし、前条第 １ 号により除籍された者は除く。

第 ８ 章　卒業及び学位の授与

　（卒業及び学位の授与）
第 ３８ 条　次の各号の１に該当する者には、学部教授会の議を経て、
学部長が卒業を認定し、学長は、学士の学位を授与する。

（�１��）�本大学に ４ 年以上在学し、第 ２４ 条に定める １２４ 以上の単
位を修得した者

（�２��）�本大学に ３ 年以上在学し、別に定める要件を満たした者

第 ９ 章　教職課程及び学芸員課程

　（教育職員免許状の取得）
第 ３９ 条　教育職員免許状を取得しようとする者は、教育職員免
許法及び同施行規則に定める単位を修得しなければならない。

②　教職課程に関する授業科目、単位数、履修方法等は、別表第
４ のとおりとする。

　（教育職員免許状の種類）
第 ４０ 条　本大学において、所定の単位を修得した者は、別表第 ５
の教育職員免許状を取得することができる。

　（学芸員資格の取得）
第 ４０ 条の ２　学芸員の資格を取得しようとする者は、博物館法
及び同施行規則に定める単位を修得しなければならない。

②　学芸員課程に関する授業科目及び単位数は、別表第 ６ のとお
りとする。

　（教員免許状更新講習）
第 ４０ 条の ３　本大学において、教育職員免許法に基づく教員免
許状更新講習を開設することができる。

②　教員免許状更新講習に関することは別に定める。

第 １０ 章　科目等履修生及び研究生

　（科目等履修生）
第 ４１ 条　本大学において、授業科目につき履修することを志願
する者については、教育研究に支障のない場合に限り、選考の
うえ、科目等履修生として入学を許可する。

②　授業科目を履修し、試験に合格した者には、所定の単位を与
える。

　（研究生）
第 ４２ 条　本大学において、専門事項につき研究することを志願
する者については、教育研究に支障のない場合に限り、選考の
うえ、研究生として入学を許可する。

第 １１ 章　外国人留学生、帰国子女及び交換留学生

　（外国人留学生）
第 ４３ 条　外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入
国し、本大学に入学を志願する者については、選考のうえ、外
国人留学生として入学を許可する。

　（帰国子女）
第 ４４ 条　帰国子女で、本大学に入学を志願する者については、
選考のうえ、帰国子女として入学を許可する。

　（交換留学生）
第 ４４ 条の ２　本大学との交流協定及び加盟校間の交換留学を推進
する団体との協定に基づき海外の大学から本大学へ派遣された
者は、選考のうえ、交換留学生として入学を許可する。

第 １２ 章　賞　　罰

　（表彰）
第 ４５ 条　学生として表彰に価する行為があった者は、学部教授
会及び協議会の議を経て、学長が表彰する。

　（懲戒）
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第 ４６ 条　本大学の規則に違反又は学生としての本分に反する行
為をした者は、学部教授会及び大学協議会の議を経て、学長が
懲戒する。懲戒の手続き等については、別に定める。

②　前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。
③　前項の退学は、次の各号の １ に該当する場合に行う。
（�１��）�性行不良で改善の見込みがないと認められる者
（�２��）�本大学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく

反した者

第 １３ 章　厚生施設

　（学生寮等）
第 ４７ 条　本大学に、学生寮等を置く。
②　学生寮等に関することは、別に定める。

第 １４ 章　公開講座

　（公開講座）
第 ４８ 条　市民及び地域社会の教育文化の発展に貢献するため、
本大学に公開講座を開設することができる。

②　公開講座に関することは、別に定める。

第 １５ 章　学　費　等

　（学費等）
第 ４９ 条　学費等の種類及びその額は、学校法人名城大学の設置
する学校の学費等に関する規則に定めるところによる。

第 １ 章　総　　則

　（目的）
第 １ 条　この規程は、名城大学学則（以下「学則」という。）に
定めるもののほか、教務に関する必要な事項を定めることを目
的とする。

第 ２ 章　学籍簿及び学生証

　（学籍簿）
第 ２ 条　名城大学（以下「本学」という。）に所定の学籍簿を備え、
その保管は学務センターで行う。

②　学籍簿の記載事項に変更が生じたときは、直ちに、所定の用
紙にその理由を記入のうえ、学部長に届け出なければならない。

　（学生証の交付等）
第 ３ 条　本学に入学した者には、学生証を交付する。
②　学生証の有効期間は、１ 年とする。
③　学生は、学生証に記載された注意事項を遵守しなければなら
ない。

④　学生証の交付の時期、方法等は各学部で定める。

第 ３ 章　授業及び履修科目の登録

　（授業）
第４ 条　本学における授業は、年度の初めに、授業科目、曜日、時限、
授業科目を担当する教育職員等を、各学部で承認したものを学
務センターにおいて、授業時間割表により公表し実施する。た
だし、集中講義等については、別にこれを公表し実施すること
がある。

②　交通機関のストライキの実施、暴風警報の発令、災害等の発

生及び大規模地震に関する判定会招集時の授業の取扱いに関す
ることは、別に定める。

　（履修科目の登録）
第 ５ 条　学生は、履修科目として登録することができる単位数に
基づき、その年度又はその学期に履修しようとする授業科目を
選択し、指定された期間内に、履修科目の登録をしなければな
らない。

②　前項の定めるところにより、所定の単位を優れた成績をもっ
て修得した学生については、次年度又は次学期に、前項に定め
る上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。

③　次の各号のいずれかに該当した授業科目の履修は無効とする。
　�（１）未登録の授業科目の履修
　�（２）同一時間帯に複数の授業科目の履修
　�（３）既に単位を修得した授業科目の履修
④　提出された履修届の変更は、学部等で特に認めた場合のほか
は行うことができない。

⑤　その他履修に関する必要なことは、学部等で定める。
　（他学部の授業科目の履修）
第 ６ 条　学生は、所属学部の授業科目のほかに他の学部の授業科
目を履修することができる。

②　他の学部の授業科目の履修を希望する者は、所属学部長を経
て、履修を希望する学部の学部長の許可を得なければならない。

③　履修を許可する授業科目、単位の認定及びその他必要なこと
は、当該両学部で定める。

　（副専攻）
第 ６ 条の ２　学生は、他の学部・学科の授業科目の中から指定さ
れた特定分野の授業科目を副専攻科目として履修することがで
きる。

②　副専攻に関するその他必要なことは、別に定める。
　（他大学の授業科目の履修）
第 ７ 条　学生は、本学の授業科目のほかに「単位互換に関する包
括協定」に加盟する大学の授業科目を履修することができる。

②　他大学の授業科目の履修を希望する者は、所定の手続を経て、
科目開設大学の許可を得なければならない。

③　他大学で登録履修できる単位及びその他必要なことは、別に
定める。

第 ４ 章　試験・成績・単位認定等

　（試験）
第 ８ 条　試験は、定期試験、追試験及び再試験とする。ただし、
必要があるときは、適宜、試験を実施することができる。

②　追試験は、疾病その他やむを得ない理由により、定期試験を
受験できなかった者について、１ 回に限り行う。

③　再試験は、定期試験の結果、不合格になった者について、１
回に限り行うことができる。

④　試験の方法は、筆記又は口述によるものとする。ただし、論
文その他の方法により、これに代えることができる。

　（試験の実施）
第 ９ 条　試験の実施に関することは、学部等で定める。
②　交通機関のストライキの実施、暴風警報の発令、災害等の発
生及び大規模地震に関する判定会招集時の試験の取扱いに関す
ることは、別に定める。

　（受験の資格）
第 １０ 条　受験に必要な手続をしなかった者又は学費を納入しな
かった者は、受験できない。

②　次の各号のいずれかに該当するときは、受験できないことが

２．教　務　規　程
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ある。
（�１��）�授業科目の出席日数が ３ 分の ２ に満たないとき
（�２��）�学生証（所定の受験票を含む。）を提示できないとき
（�３��）�試験開始後、所定の時間以上遅れたとき
（�４��）�試験監督者の指示に従わないとき
（�５��）�試験において不正行為をしたとき
（�６��）�その他学部等で定める事項に違反したとき
　（成績の評価）
第 １１ 条　成績は、１00 点を満点とし、評価は、90 点以上をＳ、
８0 点以上 90 点未満をＡ、７0 点以上 ８0 点未満をＢ、６0 点以上
７0 点未満をＣ、６0 点未満をＦとする。

②　成績評価基準については、次のとおりとする。

評価 基　準 点数
S 授業目標の水準を十分に達成でき、際立っている。 １00 〜 90
A 授業目標の水準を十分に達成できている。 ８9 〜 ８0
B 授業目標の水準を概ね達成できている。 ７9 〜 ７0
C 授業目標の最低限の水準を達成できている。 ６9 〜 ６0
F 授業目標の最低限の水準を達成できていない。 ５9 〜 0

　（GPA）
第 １１ 条の ２　履修指導等において、GPA（グレード・ポイント・
アベレージ）による成績評価を用いることができる。

②　GPAの算出方法については、別に定める。
　（成績の通知）
第 １２ 条　成績は、受験者に通知する。
②　通知の時期、方法等に関することは、学部等で定める。
　（不正行為の禁止）
第 １３ 条　試験において、不正行為を行ってはならない。
②　不正行為の取扱いについては、内規をもって定める。
　（単位の認定及び表記）
第 １４ 条　学則第 ２７ 条及び第 ２８ 条に定める単位の認定は、学部
長が行う。

②　再入学、転学部等の学生の入学及び転入前に修得した授業科
目の単位、成績並びに評価の表記は、各学部において認定した
単位数、成績及び第 １１ 条に定める評価又はNの表示をもって
行う。

③　本学以外の教育施設等において行った学修及び修得した単位
のうち、認定した単位及び成績の表記は、単位数の記載と第
１１ 条に定める評価又はNの表示をもって行う。

　（進級）
第 １５ 条　学生が、上級年次に進級するために必要な単位修得基
準は、学部で定める。

　（早期卒業の要件）
第 １６ 条　学則第 ３８ 条第 ２ 号に定める者は、次の要件をすべて満
たした者でなければならない。

（�１��）� ３ 年以上の在学で、本学の定める卒業要件としての単位を
優秀な成績で修了した者

（�２��）�学則第 ３８ 条第 ２ 号に規定する卒業を希望している者

第 ５ 章　学籍異動の手続等

　（休学の手続）
第 １７ 条　休学しようとする者は、その理由が生じたときから １
月以内に、所定の用紙にその理由を記入し、保証人連署のうえ、
学部長に願い出るものとする。

②　休学期間を延長しようとする者は、前項に定める手続を経な
ければならない。

③　休学を許可された者は、別に定める在籍料を本学の指定する

期間内に納入しなければならない。
　（復学の手続）
第 １８ 条　復学しようとする者は、所定の用紙にその理由を記入
し、保証人連署のうえ、学部長に願い出るものとする。

②　復学の時期は、各学期の初めとする。ただし、特別の事情が
あるときは、この限りでない。

　（退学の手続）
第 １９ 条　退学しようとする者は、所定の用紙にその理由を記入
し、保証人連署のうえ、学部長を経て、学長に願い出るものと
する。

②　退学の日付は、既納の授業料等の有効期間内で、教授会の指
定する日とする。

　（再入学の手続）
第 ２０ 条　再入学しようとする者は、所定の用紙にその理由を記
入し、保証人連署のうえ、学部長を経て、学長に願い出るもの
とする。

②　再入学の出願期間は、退学した翌日から退学した日の ５ 年後
の日の属する年度の末日までとする。

③　再入学が許可された者は、別に定める入学金及び授業料等を
本学の指定する期間内に納入しなければならない。

④　再入学の時期は、年度の初めとする。
　（除籍の日付）
第 ２１ 条　除籍の日付は、既納の授業料等の有効期間内で、教授
会の指定する日とする。ただし、学則第 ３６ 条第 ４ 号により除
籍された入学手続完了者で、年度初めに学生証を受領しない者
の日付は ４ 月 ３0 日とする。

　（復籍の手続）
第 ２２ 条　復籍しようとする者は、所定の用紙にその理由を記入
し、保証人連署のうえ、学部長を経て、学長に願い出るものと
する。

②　復籍の出願期間は、除籍された日の翌日から除籍された日の
５ 年後の日の属する年度の末日までとする。

③　復籍が許可された者は、別に定める復籍料及び授業料等を本
学の指定する期間内に納入しなければならない。

④　復籍の時期は、年度の初めとする。
　（転学部等の手続）
第 ２３ 条　転学部等の志願者は、所定の用紙にその理由を記入し、
所属学部長に願い出るものとする。

②　転学部等が許可された者は、別に定める転学部料等及び授業
料等を本学の指定する期間内に納入しなければならない。

③　転学部等の時期は、年度の初めとする。
④　転学部等の選考方法等に関することは、学部で定める。

第 ６ 章　学　位　記

　（学位記）
第 ２４ 条　学位記の日付は、卒業式の日とする。ただし、薬学部
においては、卒業式の日以前の日付とすることができる。

②　年度の中途において、卒業と認定されたときの学位記の日付
は、次の各号のとおりとする。
�（１）次の年度の ４ 月 ３0 日までに、卒業と認定されたときは、
前年度の卒業式の日付とする。

�（２）次の年度の １0 月 ３１ 日までに、卒業と認定されたときは、
その年度の 9 月 １３ 日の日付とする。

③　学位記は、再交付しない。

第 ７ 章　雑　　則
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　（諸証明書の発行）
第 ２５ 条　本学に在籍する者又は在籍した者から求めがあるとき
は、諸証明書を発行することができる。

②　証明書の発行の時期、方法等に関することは、学部等で定め
る。

　（様式等）
第 ２６ 条　この規程の施行に必要な様式及び事項は、別に定める。

　（目的）
第 １ 条　この要項は、名城大学学則（以下「学則」という。）第
４１ 条に定める科目等履修生の取扱いに係る必要な事項を定め
ることを目的とする。

　（資格）
第 ２ 条　名城大学（以下「本大学」という。）の科目等履修生と
して志願できる者の資格は、原則として制限しない。

　（受付の時期）
第 ３ 条　科目等履修生として入学を志願する者の受付の時期は、
学期の始めとする。ただし、集中講義の場合は、この限りでない。

　（手続）
第 ４ 条　科目等履修生として入学を志願する者は、本大学の指定
する期間内に、次の各号に定める書類のほか、別に定める入学
検定料振込証明書を添えて、学務センター、薬学部事務室及び
ナゴヤドーム前キャンパス事務室に願い出るものとする。

（�１��）�科目等履修生入学志願書（志願書受付日前 ３ 月以内に撮
影した写真を貼付のこと）

（�２��）�卒業証明書及び成績証明書
（�３��）�その他本大学が必要とするもの
　（入学の許可）
第 ５ 条　科目等履修生の入学は、授業科目を開講する学部教授会
等の議を経て、学長が許可する。

　（科目等履修料等）
第 ６ 条　科目等履修生として入学を許可された者は、別に定める
科目等履修料及び実験実習費を本大学の指定する期間内に納入
しなければならない。

②　前項の手続を終えた者には、許可通知書を交付する。
　（科目等履修生証）
第 ７ 条　科目等履修生には、科目等履修生証を交付する。
　（履修期間）
第 ８ 条　科目等履修生の履修期間は、入学を許可された日からそ
の年度の末日までとする。ただし、履修科目が ２ 年度にわたり
開講される場合は、この限りでない。

　（授業科目及び単位数）
第 ９ 条　履修を許可する授業科目は、学部教授会等の議を経て、
学部長が決定する。

②　履修を許可する単位数は、１ 年度につき、３0 単位以内（集中
講義によるものも含む。）とする。

　（履修科目の単位の授与等）
第 １０ 条　科目等履修生として履修した科目については、学則第
４１ 条第 ２ 項により、所定の単位を与える。

②　単位授与のための試験の種類、方法及び結果の通知は、教務
規程の定めるところによる。

③　履修した科目の成績の評価は、学則第 ３0 条の規定の定める
ところによる。

　（証明書の発行）
第 １１ 条　科目等履修生には、本人の求めにより、単位修得証明
書等を発行することができる。

　（資格の取消）
第 １２ 条　履修期間中において本大学の規則等に違反し、科目等
履修生としての本分に反する行為をした者は、科目等履修生の
資格を取消すことがある。

　（様式）
第 １３ 条　第 ４ 条に定める科目等履修生入学志願書の様式は、別
に定める。

　（補則）
第 １４ 条　この要項の施行に関し必要なことは、学務センター長
が定める。

　（準用）
第 １５ 条　科目等履修生に関し、学則及びこの要項に定めのない
ことについては、正規の学生に関する規定を準用する。

　（目的）
第 １ 条　この要項は、名城大学学則（以下「学則」という。）第
４２ 条に定める研究生の取扱いに係る必要な事項を定めること
を目的とする。

　（資格）
第 ２ 条　名城大学（以下「本大学」という。）の研究生として志
願できる者の資格は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

（�１��）�修業年限 ４ 年以上の大学を卒業した者
（�２��）�本大学において、前号と同等の学力があると認められた者
　（手続）
第 ３ 条　研究生として入学を志願する者は、本大学の指定する期
間内に、次の各号に定める書類のほか、別に定める入学検定料
振込証明書を添えて、学務センター、薬学部事務室及びナゴヤ
ドーム前キャンパス事務室（以下「学務センター等」という。）
に願い出るものとする。

（�１��）�研究生入学志願書（志願書受付日前 ３ 月以内に撮影した
写真を貼付のこと）

（�２��）�卒業証明書及び成績証明書
（�３��）�研究を指導する教育職員の承諾書
②　志願者が、外国人留学生（外国人留学生として志願する者を
含む。）の場合は、前項の書類のほか、次の各号に定める書類
を添えなければならない。

（�１��）�在留カード（写）、若しくは住民票
（�２��）�学費負担者等及び連絡先を明示した書類
　（入学の許可）
第 ４ 条　研究生の入学は、学部教授会の議を経て、学長が許可する。
　（研究料等）
第 ５ 条　研究生として入学を許可された者は、別に定める研究料
及び実験実習費を本大学の指定する期間内に納入しなければな
らない。

②　前項の手続きを終えた者には、入学許可書を交付する。
　（研究生証）
第 ６ 条　研究生には、研究生証を交付する。
　（研究期間）
第 ７ 条　研究生の研究期間は、原則として １ 年とする。ただし、
後期入学者については、学則第 １３ 条に定める後期の期間のみ

３． 科目等履修生要項

４． 研究生要項
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も可能とする。なお、研究の必要がある場合は、１ 年以内の延
長をすることができる。

②　研究期間を延長した後、特別の事情により更に研究期間が必
要な場合は、改めて願い出るものとする。

　（延長手続）
第 ８ 条　研究期間の延長を希望する者は、研究期間延長願書を学
務センター等に提出するものとする。

②　外国人留学生の場合は、前項の書類のほか、第 ３ 条第 ２ 項に
定める書類を添えなければならない。

　（延長許可）
第 ９ 条　研究期間の延長は、学部教授会の議を経て、学長が許可
する。

　（研究科目等）
第 １０ 条　学部長は、研究生の専門事項を指定し、研究を指導す
る教育職員を指名するものとする。

　（研究報告書の提出）
第 １１ 条　研究生は、その研究期間の終了に際し、研究報告書を
学部長に提出しなければならない。

　（研究等の証明）
第 １２ 条　研究生は、研究期間及び研究事項に係る証明を求める
ことができる。

　（資格の取消）
第 １３ 条　研究期間中において研究生として不適当と認めたとき
は、資格を取消すことがある。

　（様式）
第 １４ 条　第 ３ 条第 １ 項第 １ 号及び第 ８ 条第 １ 項に定める願書の
様式は、別に定める。

　（準用）
第 １５ 条　研究生に関し、学則及びこの要項に定めのないことに
ついては、正規の学生に関する規定を準用する。

第 １ 章　総　　則

　（目的）
第 １ 条　この規則は、他に定めるもののほか、学校法人名城大学
の設置する学校の学費及び手数料（以下「学費等」という。）
に関して定めることを目的とする。

　（適用範囲）
第 ２ 条　この規則は、名城大学大学院、名城大学（以下「大学」
という。）並びに名城大学附属高等学校（以下「高校」という。）
に適用する。

　（学費等の種類）
第 ３ 条　学費の種類は、入学金、授業料、実験実習費、校費、施
設費又は施設維持費及び教職履修費、学芸員履修費、科目等履
修料、研究料、特別聴講料並びに在籍料をいう。

②　手数料の種類は、入学検定料、転学部・転学科・コース変更（以
下「転学部等」という。）試験料、追再試験料及び学位審査料、
復籍料、転学部等料並びに各種証明手数料をいう。

第 ２ 章　大学の学費等

　（学費等の額）
第 ３ 条の ２　学費等の額については、別表第 １［全学共通事項参照］
のとおりとする。

　（新入学生以外の学費の適用）
第 ３ 条の ３　新入学生以外の者の学費の適用については、次のと
おりとする。

（�１��）�留年者の授業料等
　留年者の授業料、実験実習費、校費及び施設費（以下「授
業料等」という。）は、その者の入学年度のものを適用する。

（�２��）�復学者の授業料等
　復学者の授業料等は、その者の入学年度のものを適用する。

（�３��）�復籍者の授業料等
　復籍者の授業料等は、その者を復籍させる対象学年次のも
のを適用する。

（�４��）�転学部等をした者の授業料等
　転学部等をした者の授業料等は、当該対象の学部・コース・
学科の学年次のものを適用する。

（�５��）�編入学者及び再入学者の学費
　編入学者及び再入学者の入学金は、入学年度のものを適用
し、授業料等は編入学又は再入学を許可した対象の学部・コー
ス・学科の学年次のものを適用する。

（�６��）�休学者の在籍料
　休学者は、休学期間中、在籍料を納入するものとする。た
だし、前・後期分いずれかの授業料等が納入されている者に
ついては、その期の在籍料は、徴収しないものとする。

（�７��）�在籍料の減額
　前号の在籍料は、特に理由がある場合に限り減額すること
ができる。

②　学年の途中で学籍が消滅した者も、学籍が消滅した前日の属
する期の授業料等は、これを納入するものとする。ただし、大
学院博士課程において、特に大学の事情により学位論文の審査
が年度を越す場合の当該越した年度の授業料等は、これを徴収
しないものとする。

　（長期履修学生制度に係る学費等の特例）
第 ３ 条の ４　大学院修士課程及び博士前期課程並びに博士後期課
程及び博士課程のうち、長期履修を希望した社会人学生が、期
間を短縮した場合は、短縮した年数の学費総額との差額を徴収
するものとする。

　（学費等の納入期限）
第 ４ 条　大学の学費等の納入期限は、次のとおりとする。
（�１��）�入学検定料

　入学検定料は、大学の指定する入学志願手続期間内に、こ
れを納入しなければならない。

（�２��）�入学金
　入学金は、大学の指定する入学手続期間内に、これを納入
しなければならない。

（�３��）�授業料等
ア�新入学生
　新入学生の授業料等のうち、前期分は、大学の指定する入
学手続期間内に、これを納入し、後期分の納入期限は、１0
月 １0 日とする。
イ�在学生
　在学生の授業料等の納入期限は、これを ２ 期に分け、毎年
５ 月 １0 日及び １0 月 １0 日とする。

　（授業料等の納期の延期）
第 ５ 条　授業料等は、次の場合、その納期の延期を認めることが
ある。

（�１��）�不慮の事故又は災害等、真にやむを得ない理由がある場合

５．学校法人名城大学の設置する学
校の学費等に関する規則（抜粋）
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（�２��）�入学手続で分割手続が認められている場合
②　授業料等の納期の延期を願い出る者で、前項第 １ 号に該当す
るものは羅災証明書等納期の延期を願い出るに足る文書類を添
付し、前項第 ２ 号に該当するものは所定の延期願により、納入
期限前に、当該学部長に願い出るものとする。

③　納期延期願は、学部長及び学長の承認を経て、経理責任者の
決裁を得なければならない。

④　前項により納期の延期を認められた者の納入期限は、延期を
認められた日までとする。

　（学費等の不返還）
第 ６ 条　既に納入された学費等は、次の場合を除き、事情のいか
んにかかわらず、これを返還しない。

（�１��）�明らかに重複又は超過納入になった分のある場合
（�２��）�学籍が消滅したとき、当該消滅の日の属する期の次の期

の学費で、前納されていた分のある場合。ただし、新入学生
で入学手続時納入金として納入された学費は、この取扱いを
しない。

（�３��）�第 ８ 条の規定により、補助免除となった分のある場合
（�４��）�特に理事長が、その必要を認めた分のある場合
　（入学等の不許可）
第 １０ 条　入学金及び授業料等の所定の額を入学手続期間内に納
入しなかった者は、入学を許可しない。

②　科目等履修生、研究生、大学院法務研究科の研修生、再入学者、
転学部等をした者で、所定の学費等を、指定する期間内に納入し
なかった者は、それぞれの許可を取り消す。

　（除籍手続）
第 １１ 条　授業料等の納入の義務を怠った者は、学則の規定によ
り除籍の手続に付す。

②　前項により除籍の手続に付すときは、それ以前に細則で定め
る督促等必要な手続を経るものとする。

③　休学を許可された者で、所定の在籍料を納入しなかった者に
ついては、第 １ 項中「授業料等」とあるのを「在籍料」と読み
替えるものとする。

　（未納による試験無効の手続）
第 １２ 条　納入期限までに授業料等の納入を怠った者は、当該未
納期にかかわる試験無効手続に付す。

②　前項にかかわる試験と授業料等の納入期限の取扱いは、次の
とおりとする。
（１�）前期試験については、前期分と、その最終の納入期限
（２�）後期試験については、後期分と、その最終の納入期限
（３�）通年の学年度末試験については、前期分及び後期分と、
それぞれの最終の納入期限

③　第 １ 項により試験無効の手続に付すときは、細則で定める手
続を経るものとする。

　（目的）
第 １ 条　この規程は、名城大学（大学院を含む。以下「本学」と
いう。）の学生に対し、奨学制度を設け、その教育の向上に資
することを目的とする。

　（定義及び種類）
第 ２ 条　前条の奨学制度における奨学生は、次の各号で掲げるも
のとする。

（�１��）�学業優秀奨学生

　学業（入学試験成績を含む。）、人物ともに特に優秀な学生
を学業優秀奨学生とし、別表第 １ のとおり奨学金又は記念品
を給付することにより、修学意欲の高揚を図る。

（�２��）�修学援助奨学生
　学業成績が優秀で修学意欲があるにもかかわらず、経済的
理由により、学業の継続が困難と認められる学生を修学援助
奨学生とし、別表第 ２ のとおり援助する。

（�３��）�特別奨学生
　社会人学生及び交換留学生等の支援、私費外国人留学生で
向学の意志を有し、かつ、学資の軽減を要すると認められる
者に対する援助、並びに学生の教育研究の推進を目的とし、
特別奨学生として別表第 ３ のとおり援助する。

（�４��）�強化クラブ等奨学生
　特に優秀な成績をおさめた学生又は特段に高いスポーツ能
力を持つ学生に対し、競技力の向上を促し、本学のスポーツ
活動の高度化、活性化を図ることを目的として、別表第 ４の
とおり援助する。

②　前項第 １ 号に掲げる学業優秀奨学生の種類は、次のとおりと
する。

（�１��）�大学院学業優秀奨学生
（�２��）�学業優秀奨励制度
（�３��）�学業優秀奨学生
（�４��）�入試成績優秀奨学生
③　第 １ 項第 ２ 号に掲げる修学援助奨学生の種類は、次のとおり
とする。

（�１��）�修学援助Ａ奨学生
（�２��）�修学援助Ｂ奨学生
（�３��）�利子補給奨学生
④　第１項第３号に掲げる特別奨学生の種類は、次のとおりとする。
（�１��）�社会人学生奨学生
（�２��）�私費外国人留学生Ａ奨学生
（�３��）�派遣交換留学奨学生
（�４��）�受入れ交換留学奨学生
（�５��）�海外研修奨学生
（�６��）�海外英語研修派遣支援A奨学生
（�７��）�海外英語研修派遣支援B奨学生
（�８��）�大学院奨学生
（�9��）�本学卒業等補助奨学生
（１0）� 校友会奨学生
（１１）� 大学推薦による国費外国人留学生奨学生
（１２）� 海外大学教員学位取得支援奨学生
（１３）� 日本学術振興会特別研究員奨学生
　（奨学生の資格等）
第 ３ 条　奨学生の資格、募集期間、給付期間、人数及び給付額は、
別表第 １から別表第 ４までで定める基準によって、これを行う。

②　各種奨学制度は、授業料、実験実習費及び施設費の年額を超
えない範囲で重複可能とする。ただし、大学等における修学の
支援に関する法律（令和元年法律第 ８号。以下「法律第 ８号」
という。）に基づく授業料等減免認定者において、各種奨学制
度は、授業料、実験実習費及び施設費の年額から法律第 ８号に
よる減免額を差し引いた金額を超えない範囲で重複可能とす
る。

③　第 ２条第 ４項第 ３号、第 ５号、第 ６号、第 ７号、第 9号及び
第 １0 号に該当する特別奨学生は、前項の規定にかかわらず、
奨学金の全額を受給することができるものとする。

④　奨学生は、在学期間分に限り奨学金を受給する資格を有する。

６．奨学生規程（抜粋）
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ただし、本学卒業等補助奨学生はこの限りでない。
　（資格の喪失）
第 ５ 条　奨学生が次の各号のいずれかに該当する場合は、その資
格を失う。

（�１��）�退学又は除籍となったとき
（�２��）�停学、訓告その他の処分を受けたとき
（�３��）�提出書類に虚偽の記載があったとき
　（奨学金の停止）
第 ６ 条　第 ２条第 ４項第 １号、第 ２号及び第 １２号に該当する奨学
生が休学又は留年したときは、奨学金の給付を停止する。ただし、
同項第 ２号及び第 １２号に該当する奨学生が、病気その他やむを
得ない理由により留年したときは、この限りではない。

②　第 ２ 条第 ４ 項第 １１ 号に該当する特別奨学生が休学又は留年
したときは、文部科学省の基準に準じて取扱うものとする。

　（返還）
第 ７ 条　第 ５ 条の規定により資格の喪失が決定したときは、当該
年度に交付された奨学金の全部又は一部の返還を命ずることが
できる。

　（所掌業務）
第 ８ 条　この規程に関する業務は、学務センター又は国際化推進
センターにおいて分掌する。

　（補則）
第 ９ 条　この規程の施行に関し、必要な事項は別に定める。

別表第 １（第 ２ 条、第 ３ 条関係）
学 業 優 秀 奨 学 生

種　類 大学院学業優秀奨学生 学業優秀奨励制度 学業優秀奨学生

資　格 大学院生で、学業成績及び人物優秀者 新 ３ 年次生で、２ 年次までの学業成績及
び人物優秀者（薬学科は新 ５ 年次生で、
４ 年次までの学業成績及び人物優秀者）

新 ４ 年次生で、３ 年次までの学業成績及
び人物優秀者

期　間 当該年度 当該年度 当該年度

人　数 90 名 ２６0 名 各学科で １名（薬学科は ２ 名）

給付額 年額一律 ３0 万円 ３ 万円相当の金品 授業料年額の１/２

内　規
による
成　績
基　準

各研究科による 次の (１) 及び (２) に該当する者
(１)�２ 年次までに ６２ 単位以上（教職及び
学芸員に関する授業科目、自由科目を除
く。）を、修得している者
薬学科は ４ 年次までに １５0 単位以上を、
修得している者
(２) 履修登録科目の平均点が ８0 点以上の者

次の (１) 及び (２) に該当する者
(１)�３ 年次までに 9３ 単位以上（教職及び
学芸員に関する授業科目、自由科目を除
く。）を、修得している者で、卒業見込み
の者（薬学科を除く）
(２) 履修登録科目の平均点が ８0 点以上の者

別表第 ２（第 ２ 条、第 ３ 条関係）
修 学 援 助 奨 学 生

種　類 修学援助Ｂ奨学生 利子補給奨学生

資　格 学部生、大学院生で主たる家計支持者（学資負担者）の死亡、
疾病等、又は、火災、風水害等の被害により家計が急変し、
修学の意思があるにもかかわらず、経済的に著しく困難となっ
た者。家計基準及び成績基準は別に定める。

経済的な理由により本学と提携する銀行（三菱 UFJ 銀行）の
教育ローンを利用した者

募　集 ６ 月、9 月、１２ 月、２ 月 ２ 月

期　間 当該年度 当該年度

人　数 該当する者全員 該当する者全員

給付額 年額一律 ３0 万円 当該年度までの学費を限度とする借入額の支払利子に、教育
ローン利用者の年収に応じた給付率（５0％又は１00％）を乗じ
た額

内　規
による
家　計
基　準

同一世帯の前年度所得合計額（学資負担者を除く。）から別表に
よる控除後の合計額が ２00 万円以下とする。ただし、事業所得
者の前年所得合計額がマイナスの場合は、0 円として計上する。
※別表は窓口で申請書類とともにお渡しいたします。

内　規
による
成　績
基　準

学修意欲があり、学業を継続して確実に修了できる見込みがあ
ること。
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　１．大規模自然災害経済支援奨学生要項
　（目的）
第 １ 条　この要項は、地震、風水害、火山の噴火等の大規模自然
災害（以下「災害等」という。）により家計が急変し、修学が
困難になった本大学の学生等を対象に特別奨学金を給付して、
経済支援することを目的とする。

　（対象となる災害）
第 ２ 条　対象となる災害等は、災害救助法が適用された災害とす
る。

②　国外の災害等の場合は、外務省による国際緊急援助が行われ
た災害とする。

　（対象者）
第 ３ 条　対象者は、学資負担者が災害救助法適用地域又は外務省
による国際緊急援助が行われた地域に居住しており、次の各号
のいずれかに該当する入学試験の出願者（以下「出願者」とい
う。）又は在学生とする。

（�１��）�学資負担者が死亡（災害発生から ６ ヶ月以内）した者
（�２��）�学資負担者の住居が半壊焼以上の被害を受けた者
（�３��）�学資負担者が怪我・疾病により ６ ヶ月以上の入院加療が

必要と診断された者
（�４��）�学資負担者が失業又は生活費を得るための生産手段（田・

畑・店舗等）に甚大な被害があった者

②　特別な事情により、学生本人が学資負担者となっているとき
は、前項第 ２ 号から第 ４ 号までのいずれかに該当する場合も適
用対象とし、この場合には、前項各号の「学資負担者」を「主
たる家計支持者である父母」又は「主たる仕送り人である父母」
と読み替えることもできるものとする。

　（申請手続等）
第 ４ 条　申請者は、奨学金を希望する出願者及び在学生とする。
②　出願者は入学センターへ入学願書の出願時に、在学生は学務
センターへ災害発生後 １ 年以内に次に掲げる書類を提出し、学
長へ願い出るものとする。ただし、これによりがたい特別の事
情があると学長が認めた場合は、この限りでない。

（�１��）�大規模自然災害経済支援奨学金給付申請書
（�２��）�住民票
（�３��）�成績証明書
（�４��）�被災状況によって次に該当する書類

ア　学資負担者が死亡による場合　死亡診断書
イ　住居への被害による場合　公的機関が発行する罹災証明書
ウ　学資負担者が怪我・疾病による場合　医師又は医療機関
が発行する診断書

エ　学資負担者が失業による場合　事業主が発行する離職証
明書（写）等

オ　学資負担者が生活費を得るための生産手段（田・畑・店
舗等）に被害を受けた場合　公的機関が発行する被災証
明書等

（�５��）�その他本大学が必要とする書類

別表第 ３（第 ２ 条、第 ３ 条関係）
特 別 奨 学 生

種
　
類

社 会 人 学 生
奨 学 生

私 費 外 国 人
留 学 生
Ａ 奨 学 生

派遣交換留学
奨 学 生

受 入 れ
交 換 留 学
奨 学 生

海 外 研 修
奨 学 生

海 外 英 語 研
修 派 遣 支 援
A 奨 学 生

海 外 英 語 研
修 派 遣 支 援
B 奨 学 生

本 学 卒 業 等
補 助 奨 学 生

校 友 会
奨 学 生

大 学 推 薦
に よ る 国 費
外国人留学生
奨 学 生

資
　
　
　
格

社会人入学試
験により入学し
た学部生

在留資格が「留
学」の私費外国
人留学生で、経
済的に就学困
難であると認め
られる者

交換留学制度
に基づき海外
の大学へ留学
を認められた者
で、人物・学業成
績優秀者、又は
各該当言語の
語学能力検定
試験高得点取
得者

交換留学制度
に基づき本学に
留学を認められ
た者。ただし、短
期プログラムに
ついては、今後
協定を締結する
可能性のある
大学の学生を
含む。

本学の大学間
学 術 交 流 協
定（条件を満
たす学部又は
研究科間を含
む。）に基づく海
外研修者で、研
修期間が７日以
上の者。ただし、
人間学部の海
外研修Ⅰは除く。

国際化推進セ
ンターが募集す
る海外英語研
修プログラム又
は学部等と国
際化推進セン
ターによる連携
海外英語研修
プログラムに参
加する者で、学
部等の国際委
員会が実施す
る選考により採
用された者

国際化推進セ
ンターが募集す
る海外英語研
修プログラム又
は学部等と国
際化推進セン
ターによる連携
海外英語研修
プログラムに参
加する者

①本学卒で他
の学部、研
究科へ入学
する者

②本学に籍を
置いた者で
退学ののち、
再度入学す
る者

人物優秀者で
学業成績又は
体育技能優秀
者

文部科学省の
定めに従って大
学から推薦さ
れ、国費外国人
留学生奨学生
に採用された
者

募
集
４月 ４〜 ５ 月、

9〜１0月
随時 随時 随時 学部等の国際

委員会が定める
学部等の国際
委員会が定める

入学時 ４月

期
　
間

入学年度から
通算４年間。
（毎年度更新手
続が必要）

在学中
（毎年度更新手
続が必要）

派遣期間 受入れ期間 当該年度 当該年度 国費外国人留
学生奨学生とし
て採用されてい
る期間

人
　
数

該当する者全員 該当する者全員 年間３0名以内。
※半年間の交
換留学の場合
は、0.５人分とし
て取り扱う。

①セメスタープ
ログラム
該当者
②短期プログラ
ム
年間２0名以内

該当する者全員 毎年１ ８ 0名以
内。

該当する者全員 該当する者全員 校友会が指定
する

在籍者全体で５
名以内

給
付
額

授業料及び実
験実習費年額
の１/２

授業料年額の
３/１0

①アジアへの交
換留学
月額４万円
②アジア以外へ
の交換留学
月額６万円

①セメスタープ
ログラム
月額６万円以内
②短期プログラ
ム
５万円

５万円 ２0万円又は研
修費用総額の
１/２のいずれか
少ない額

５万円 入学金の額 校友会が決定
する

入 学 検 定
料 及 び 学 費
（文部科学省の
定める基準に準
じる。）

７．その他奨学生
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③　申請ができるのは、出願者については入学の前年度に災害等
が発生した場合、在学生については在学中に発生した場合に限
るものとする。

　（給付の決定及び通知）
第 ５ 条　学長は、第 ３ 条の規定に該当する者から、前条に基づく
申請があったときは、被災の内容を学務センター委員会で審議
し、奨学金給付額を決定のうえ、その結果を申請者へ通知する。

　（奨学金給付額）
第 ６ 条　奨学金給付額は、次の各号のいずれかに該当する者に対
して、それぞれの金額を上限として給付することができる。

（�１��）�第 ３ 条第 １ 項第 １ 号又は第 ２ 号に該当する者　学費（授
業料・実験実習費・施設費）の年額

（�２��）�第 ３ 条第 １ 項第 ３ 号又は第 ４ 号に該当する者　学費（授
業料・実験実習費・施設費）の年額の １/２ の額

②　被災状況が第 ３ 条各号のいずれかに該当する出願者について
は、入学検定料、入学金の全額を上限として給付することがで
きる。

　（期間）
第 ７ 条　奨学生の期間は、出願者については災害発生の翌年度か
ら １ 年間、在学生については災害発生の翌期から １ 年間（最終
学年の在学生の場合は、前期に災害が発生した場合は半年間と
し、後期に発生した場合は給付しない。）とする。ただし、学
長が認めた場合は、特別に期間を定めることができる。

②　前項にかかわらず、災害発生の翌年以降も引き続き被災状況
に改善がみられない場合は、学務センター委員会及び大学協議
会で審議の上、１ 年毎に制度の延長をすることができる。

　（給付方法）
第 ８ 条　奨学金の給付は、入学検定料、入学金、学費から奨学金
額を減額することで行う。ただし、申請者が減額対象となる学
費等を納付後は、この限りではない。

　（他の奨学金制度との重複）
第 ９ 条　他の奨学金との重複受給は、学費（授業料・実験実習費・
施設費）の年額の範囲で可能とする。

②　前項の規定にかかわらず、奨学生規程第 ２ 条第 ３ 項第 １ 号か
ら第 ３ 号まで、同条第 ４ 項第 ２ 号及び第 9 号に該当する奨学生
については、重複受給できない。

③　奨学生規程第 ２ 条第 ４ 項第 １0 号に該当する奨学生又は赤㟢
勇賞奨励金取扱内規における奨学生については、授業料等の年
額の範囲を超えて重複受給を可能とする。

④　学生の見舞に関する要項第 ４ 条に該当する見舞金は、受給可
能とする。

　（給付取消）
第 １０ 条　申請者が、次の各号のいずれかに該当する場合は、給
付の決定を取消し、給付した特別奨学金の一部又は全部を返還
させることができるものとする。

（ １ ）退学したとき。
（ ２ ）停学その他の処分を受けたとき。
（ ３ ）提出書類に虚偽の記載があったとき。
　（返還の免除）
第 １１ 条　給付を受けた者が、被災による被害の影響により学業の
継続が困難となり退学することになる場合は、前条第１号の規定
にかかわらず返還を免除することがある。

　（非常事態における対応）
第 １２ 条　災害等により本学所在地域に甚大な被害が生じた場合
には、状況に応じて対応するものとする。

　（目的）
第 １ 条　この規程は、名城大学学則第 ４６ 条及び名城大学大学院
学則第 ３７ 条に規定する懲戒に関し、必要な事項を定めるもの
とする。

　（懲戒の対象となりうる行為）
第 ２ 条　懲戒の対象となりうる行為は、次の各号に掲げるものと
する。
（ １）犯罪行為等の社会的諸秩序を侵犯する行為
（ ２）重大な交通法規違反
（ ３）情報倫理に反する行為
（ ４）学問的倫理に反する行為
（ ５）大学の学習、研究活動等の正当な活動を妨害する行為
（ ６）ハラスメント行為
（ ７）その他学生の本分に反する行為

　（懲戒の対象とする期間）
第 ３ 条　懲戒の対象とする期間は、入学後、本大学の学籍を有す
る期間とする。

　（懲戒の判断基準）
第 ４ 条　懲戒等の決定にあたっては、次の各号に掲げる事項を教
育的配慮に基づき総合的に考慮するものとする。
（ １）当該学生の非違行為の動機、態様及び結果
（ ２）当該学生の故意又は過失の程度
（ ３）当該学生の精神疾患等の程度
（ ４）当該学生の過去の非違行為の有無
（ ５）被害を受けた者の精神的苦痛を含めた被害の程度
（ ６）他の学生及び社会に与える影響
（ ７）過去の事例
②　「学生の懲戒ガイドライン」については、別に定める。
　（懲戒決定までの手続き）
第 ５ 条　学部長又は研究科長（以下「学部長等」という。）は、
懲戒の対象となりうる行為が所属学生によって行われたことを
知り得たときは、当該学生に事実確認の調査を行う旨を告知し、
口頭又は文書による弁明の機会を与えなければならない。学部
長等は遅滞なく事実確認及び当該学生に対する事情聴取を行
い、懲戒が相当と判断した場合は懲戒手続きを開始する。ただ
し、当該学生に対する事実確認及び事情聴取について、努力を
尽くしてもなおそれを行うことができない等、特段の事情があ
る場合は、この限りではない。

②　懲戒内容は、確認した事実及び当該学生に対する事情聴取に
基づき、学部教授会又は研究科委員会（以下「学部教授会等」
という。）及び大学協議会において審議し、学長が決定する。

　（懲戒の内容）
第 ６ 条　懲戒の内容は次の各号のとおりとする。
（ １）退学は、学生としての身分を剥奪し、再入学を認めない。
（ ２）停学は、無期又は一定期間、学生の教育課程の履修及び

課外活動を停止する。
（ ３）訓告は、学生に行った非違行為を確認し、書面をもって

戒める。
　（自宅待機）
第 ７ 条　学部長等は当該学生の行為を退学又は停学に該当するこ
とが明白であると認めたときは、懲戒処分が決定するまでの間、
自宅待機を命ずることができる。

②　前項により自宅待機を命じた場合は、登校及び本大学生とし
ての活動を制限する。この間、学部教授会等は教育的指導を行
うことができる。なお、自宅待機の期間は停学期間に算入でき
るものとする。

８．学生懲戒規程
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　（学生への通告及び保証人への通知）
第 ８ 条　学長は、学生に対し懲戒の内容を文書により通告する。
②　学長は、学生の保証人に対し懲戒の内容を文書により通知する。
③　受け取り拒否等により直接通告できない場合は、内容証明郵
便等により送付し、配達された時点で通告したものとみなす。

　（無期停学の解除）
第 ９ 条　無期停学の解除は、学部教授会等及び大学協議会におい
て審議し、学長が決定する。

②　無期停学の解除についての学生への通告及び保証人への通知
は、前条の規定を準用する。

　（懲戒に関する記録）
第 １０ 条　学部長等は、懲戒の内容を学籍簿に記録する。
　（不服申立て）
第 １１ 条　懲戒を課せられた学生は、不服申立てをすることがで
きる。

②　不服申立てをしようとする学生は、不服申立書を学長に提出
しなければならない。

③　不服申立ては、懲戒の通告を受けた日から ３0 日以内に行う
ことができる。ただし、本項に定める期間内に不服申立てをす
ることができない正当な理由が認められる場合は、その理由が
消滅した日から ３0 日以内に不服申立てを行うことができる。

　（不服申立審査委員会）
第 １２ 条　学長は、前条の不服申立てに基づき不服申立審査委員
会（以下「委員会」という。）を設置する。

②　委員会は、副学長のうち １名及び不服申立てを行った学生が
所属する学部又は研究科以外の学部長等 ３名で構成する。

③　委員会は必要と認める場合、弁護士等専門家に出席を求める
ことができる。

　（委員会手続き）
第 １３ 条　委員会は、学生から提出された不服申立書に基づき審
査を行う。

②　不服申立てをした学生は、書面で意見を述べ、資料を提出す
ることができる。

③　委員会は、懲戒の内容が相当であると判断した場合は、不服
申立ての棄却を求める旨の勧告を学長に行う。

④　委員会は、懲戒の内容が相当でないと判断した場合は、懲戒
の取消し又は変更を求める旨の勧告を学長に行う。

⑤　学長は、前 ２項の勧告を受けて再審議の必要の有無を決定し、
その結果を、不服申立てをした学生に文書により通告する。

⑥　受け取り拒否等により直接通告できない場合は、内容証明郵
便等により通告し、配達された時点で通告したものとみなす。

　（再審議）
第 １４ 条　学長は、前条第 ５項において、再審議が必要と決定し
た場合には、当該学部長等に再審議を求めるものとする。

②　前項の場合、学部長等は、事実確認及び当該学生に対する事
情聴取を再度行う。

③　懲戒の取消し又は変更の可否は、学部教授会等及び大学協議
会において再審議を行い、学長が決定する。

④　再審議の決定内容についての学生への通告及び保証人への通
知は、第 ８条の規定を準用する。

　（懲戒対象者の学籍異動）
第 １５ 条　学部長等は、当該学生から懲戒の決定前に退学、休学
等の願いが出た場合は、懲戒の決定まで保留扱いとする。

②　停学期間中の学生については、退学を願い出た場合はこれを認
めるものとし、休学を願い出た場合はこれを認めないものとする。

③　停学期間中に退学した学生の再入学は認めないものとする。
　（停学期間中の指導）
第 １６ 条　当該学生の停学期間中、学部教授会等は、教育的指導
を行う。

１� 授業の場合
（�１��）�午前 ７ 時現在において暴風警報が発令中の場合は、１ 時限

目から ５ 時限目までの授業を行わない。ただし、午前 １0 時
までに暴風警報が解除された場合は、午後の授業を行う。

（�２��）�午後 ３ 時現在において暴風警報が発令中の場合は、６・７
時限目の授業を行わない。

（�３��）�午前 ７ 時以後、暴風警報が発令された場合は、第 １ 号を
適用し、午後 ３時以後、暴風警報が発令された場合は、前号
を適用する。

２� 試験の場合
（�１��）�午前 ７ 時現在において暴風警報が発令中の場合は、午後 ６

時以前実施の試験を延期する。
（�２��）�午後 ３ 時現在において暴風警報が発令中の場合は、午後 ６

時以後実施の試験を延期する。
（�３��）�午前 ７ 時以後（午後 ６時以後実施の試験は午後 ３時以後）

暴風警報が発令された場合は、直ちに試験を中止し、残りの
試験を延期する。

３� � 前 ２ 項のほか、災害等の緊急事態が生じ、授業及び試験に支
障があると判断された場合の措置については、その都度学務セ
ンター長が決定し、学長及び学部長に報告するものとする。
　なお、災害等とは、地震、風水害、雪害、広域停電、落雷等をいう。

１� 授業の場合
（�１��）�午前 ７ 時現在ＪＲ東海（東海道線、中央線又は関西線）、

近鉄、名鉄及び名古屋市の交通機関（市バス又は地下鉄）の
うち、いずれかの交通機関がストライキを実施している場合
は、授業を行わない。ただし、午前 １0 時までにストライキ
が解除されたときは、午後の授業を行う。

（�２��）�午後２時以後、前号のストライキを実施している場合は、６・
７ 時限目の授業を行わない。

２� 試験の場合
（�１��）�午前 ６ 時から午前 9 時までの間に、ＪＲ東海（東海道線、

中央線又は関西線）、近鉄、名鉄及び名古屋市の交通機関（市
バス又は地下鉄）のうち、いずれかの交通機関がストライキ
を実施している場合は、試験を延期する。

（�２��）�午後 ２ 時以後、前号のストライキを実施している場合は、
午後 ６ 時以後実施の試験を延期する。

３� � 交通機関のストライキとは、通学圏内の交通機関が全面運休
又は、これに近い状態をいう。

４� � 特別の授業科目については、学部により適用が異なる場合が
あるので、学務センターの指示に従うものとする。

５� � 前各項のほか、交通機関の運行が混乱し、授業及び試験に支
障があると判断された場合の措置については、その都度学務セ
ンター長が決定し、学長及び学部長に報告するものとする。

９．暴風警報、災害等に伴う授業及
び試験の取扱内規

１０．交通機関のストライキ等の場
合の授業及び試験の取扱内規
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１� 授業の場合
ア　愛知県、岐阜県、三重県、静岡県を対象とする地震で、大
規模地震に関する注意情報が発表された場合は、授業を休講
とし、学生に対し、次のとおり取扱うものとする。
�(１)　在宅中及び通学途中の場合は、登校を中止するよう指示
する。

�(２)　本学施設内にいる場合は、大学から連絡及び指示する。
イ　注意情報に引き続き、大規模地震に対する警戒宣言が発令
された場合は、アと同様に取扱うものとする。

ウ　大規模地震に対する注意情報の発表後、警戒宣言が発令さ
れなかった場合及び警戒解除宣言が発表された場合の授業の
再開については、別途指示する。

２� 試験の場合
ア　愛知県、岐阜県、三重県、静岡県を対象とする地震で、大
規模地震に関する注意情報が発表された場合は、試験を中止
し、学生に対し、次のとおり取扱うものとする。
(１)　在宅中及び通学途中の場合は、登校を中止するよう指
示する。

(２)　本学施設内にいる場合は、大学から連絡及び指示する。
イ　注意情報に引き続き、大規模地震に対する警戒宣言が発令
された場合は、アと同様に取扱うものとする。

ウ　大規模地震に対する注意情報の発表後、警戒宣言が発令さ
れなかった場合及び警戒解除宣言が発表された場合の試験の
実施については、別途指示する。

　大学内において、万一の災害が発生したとき、皆さんは、適切
な避難行動をとることが必要です。災害の形態や発生場所によっ
ては、避難ルートや避難方法も考慮しなければなりませんが、基
本的な要領を示しますので、普段から各自心得ておきましょう。
　災害（火災・地震）発生時における対応要領は、全学生に配布
している「大地震対応マニュアル」を参照願います。
　なお、各キャンパスにおける避難場所は下記のとおりです。

１１．大規模地震に関する注意情報の
発表及び警戒宣言が発令された場
合の授業及び試験の取扱内規

１２．災害に対する心得
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（令和6年4月1日現在）
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家族・プライバシーに関することなどを話題にし、人格と尊
厳を侵害し不安を与えることや、相手の意に反してその労力
を使用したり拘束したりして、不快感を感じさせることをい
います。

（�４��）�ジェンダー・ハラスメント
　ジェンダー（社会的・文化的性別）規範を押しつけたり、
それを望む言動により、相手を不快にさせることです。性別
により差別しようとする意識も含まれます。

３．ハラスメントのないキャンパスを実現するために
（�１��）�ハラスメントの被害にあったときには

①ひとりで悩まないで
　ハラスメントを受けたと感じたら、ひとりで悩まずに、
保健センター（電話：0５２-８３８-２0３１、メール：hoken@
ccml.meijo-u.ac.jp）に連絡してください。相談に来るこ
とがためらわれる場合は、まず身近で信頼できる人に相談
をしてください。相談には家族や信頼できる友人、教職員
と一緒に来ることもできます。
②記録を残してください
　あなたが受けた言動について、「いつ、どこで、誰から、
どのようなことかがわかる記録（自筆のメモ・メール・録
音等）」を残しておくと、相談や申立ての際に役立ちます。�
③緊急の場合は警察に連絡を
　相手からの暴力行為などで、心身に危険を感じたり、緊
急を要する場合は、迷わず周囲の人に助けを求め、警察に
連絡をしてください。�

（�２��）�ハラスメントを見かけたら
①見過ごさない勇気を
　集団内でハラスメントの存在が黙認されてしまうと、そ
れが慣習化し徐々に環境が悪化していきます。周囲の人た
ちもその関係に巻き込まれてしまうため、特に教育、指導、
管理監督する立場にある人の果たす役割は重要です。ハラ
スメントを見過ごさない勇気を持ちましょう。
②相談を勧める
　ハラスメントについての相談を受けた場合は、必要に応
じて相談員（カウンセラー）によるハラスメント相談を勧
めてください。その際、相談された人が同行することも可
能です。
③知り得た情報の扱いは慎重に
　相談内容等の知り得た情報については、プライバシーに
十分に配慮し本人の意向を尊重し慎重に扱いましょう。

（�３��）�加害者にならないために
①互いの人格を対等に尊重する姿勢を持ちましょう。
②社会的に形成された性別意識、たとえば「男性や女性は
こうあるべき」だという固定的な性役割観などの偏った
見方・考え方を押しつけることは避けましょう。

③相手が自分の言動をハラスメントと受け止めているとわ
かったらすぐに止めて、真摯な気持ちと態度で謝罪しま
しょう。あなたの家族や身近な人が受けたとしたら不快
だと思う行為は慎むという心構えが大切です。

④反対意見や「ノー」という意思表示がないからと言って、
それが合意・同意とは限りません。立場や地位が上の人（指
導者や先輩）は十分配慮してください。学外での言動で
あっても、相手が教育・研究、就学、就労上の関係のあ
る本学構成員であればハラスメントにあたる可能性があ
ります。

　以下、大学ＨＰ、https://www.meijo-u.ac.jp/campus/life/
harassment.html　参照してください。

はじめに
　大学における人間関係は、自由で平等な関係が保証され、互い
に相手を尊重しあうことが基盤となっています。ハラスメント（セ
クシュアル・ハラスメント及びその他のハラスメント）は、個人
の人権を侵害するものであり、いかなる場合にも許されるもので
はありません。
　名城大学（以下 ｢本学｣ という。）は、学生・教職員一人ひと
りが個人として尊重され、ハラスメントのない快適な環境で安心
して勉学に、課外活動に、研究に、又は執務に専念でき、充実し
たキャンパスライフを送ることのできる大学を目指して、以下の
ガイドラインを定めます。

１. ガイドラインの対象及び適用範囲
（�１��）�このガイドラインは、本学の全ての構成員を対象としま

す。なお、構成員とは、学生（研究生、科目等履修生を含む。）
並びに教育職員等（非常勤を含む。）、研究者、事務職員及び
技術職員等（契約職員、派遣職員等を含む。）を指します。

（�２��）�このガイドラインは、ハラスメントが本学の構成員相互
間において発生又は問題となった場合に、それが起った場所・
時間を問わず、適用されます。

（�３��）�このガイドラインは、ハラスメントが本学の構成員と関
係者（関係業者等、就学上・就労上の関係等を有する者）と
の間において発生又は問題となった場合にも、適用又は準用
します。

２．ハラスメントとは
　ハラスメントとは、相手の意に反する不適切な言動（不作為を
含む）により相手を不快にさせたり、不利益や損害を与えること
によって、本学で学び、研究し、働く環境を悪化させることをい
います。以下に ４ 種類のハラスメントについて説明しますが、こ
れらが重なる場合もありますし、これら以外のハラスメントもあ
ります。
（�１��）�セクシュアル・ハラスメント

　就学上・就労上の優位な地位や上下関係等を利用してなさ
れる男女間又は同性間における ｢性的嫌がらせ、性的なから
かい、性的ないじめ、性的暴力｣ のことで、多くは次の行為
をいいます。
①性的要求への服従又は拒否を理由に、就学上・就労上
の利益又は不利益に影響を与えること

②相手方が望まないにもかかわらず、性的誘いかけを行っ
たり、好意的な態度を要求すること

③就学上・就労上の利益・不利益を条件として、性的誘
いかけを行ったり、好意的な態度を要求すること

④性的言動、図画・文書の掲示等により不快の念を抱か
せるような環境を醸成すること又は人格や個人として
の尊厳を傷つけること

（�２��）�アカデミック・ハラスメント
　研究・教育の場における、権力を利用した嫌がらせや差別
のことです。
　性別を問わず、研究活動、教育指導、暴力的発言や行為な
どで相手に身体的、精神的苦痛や負担、もしくは極度の不快
感を負わせることをいいます。

（�３��）�パワー・ハラスメント
　就学上、就労上の立場を利用して、その影響力を濫用する
言動のことです。指導の範疇を超えて継続的に学歴・体型・

１３．ハラスメントの防止等に関する
ガイドライン


